
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）
① 施　設

② 使　用　料

3,024 円 2,181 円

3,024 円 2,200 円

3,080 円 2,351 円

3,024 円 3,055 円

3,024 円 3,104 円

3,080 円 2,854 円

3,024 円 1,737 円

3,024 円 1,757 円

3,080 円 1,957 円

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

（ 漁 業 集 落 排 水 ）
条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

平成30年度 平成30年度

令和元年度 令和元年度

令和元年度 令和元年度

（ 農 業 集 落 排 水 ）
条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

平成30年度 平成30年度

令和元年度 令和元年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

水道水のみを使用した場合は水道の使用量とし、水道水以外の水のみ使用した場合は町長の定める計測器により計測し
た水量とする。この場合において、水道水と水道水以外の水を併用した場合は、水道の使用量に町長の定める計測器に
より計測した水量を加えたものとする。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

使用する水の量が下水道への排除量と著しく異なる場合は、その使用月に下水道への排除量及びその算出根拠を記載し
た申告書提出し、町長の認定を受けること。

（ 公 共 下 水 道 ）
条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

平成30年度 平成30年度

処 理 場 数
公共下水道：１処理場
農業集落排水：５処理場
漁業集落排水：３処理場

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

福井県汚水処理広域化・共同化計画検討会に参加している。
また、処理区の統廃合を進めている。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。「最適化」と
は、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施
設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度
公共下水道：16.81人/ha
農業集落排水：20.83人/ha
漁業集落排水：55.50人/ha

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無

処 理 区 数
公共下水道：１処理区（美浜処理区）
農業集落排水：６処理区（竹波、山上、佐田、太田、北田、新庄処理区）
漁業集落排水：３処理区（丹生、菅浜、日向処理区）

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

公共下水道：平成7年度(25年経過)
農業集落排水：昭和62年度(33年経過
漁業集落排水：昭和61年度(34年経過)
※経過年数は令和3年3月時点

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

別添２－1

美浜町下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 美浜町

事 業 名 ：
美浜町下水道事業
（公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水）

認定排除量 料金（税別） 認定排除量 料金（税別）

1人 10㎥ 1,400円 8㎥ 1,400円

2人 19㎥ 2,660円 15㎥ 2,100円

3人 28㎥ 3,920円 22㎥ 3,080円

4人 37㎥ 5,180円 29㎥ 4,060円

5人 46㎥ 6,440円 36㎥ 5,040円

6人 51㎥ 7,150円 41㎥ 5,740円

7人 56㎥ 7,900円 46㎥ 6,440円

8人 61㎥ 8,650円 51㎥ 7,150円

9人 66㎥ 9,400円 56㎥ 7,900円

10人 71㎥ 10,150円 61㎥ 8,650円

11人 76㎥ 10,900円 66㎥ 9,400円

12人 81㎥ 11,650円 71㎥ 10,150円

世帯人員
水洗便所・生活雑排水接続の排除量

水洗便所未接続の排除量
（生活雑排水のみ接続）

料金（税別）

1,400円

140円

150円

160円

180円

区分 排除量

100㎥を超え200㎥までの分

200㎥を超える分

累進料金
(１㎥につき）

基本料金 10㎥までの分

10㎥を超え50㎥までの分

50㎥を超え100㎥までの分



③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）有収水量の予測

水洗化率は高水準であるため、将来の大幅な向上は見込めない。このため、概ね処理区域内人口の減少に応じて有収水量も微減する見通しである。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付
すること。

別添する経営比較分析表の通り。

処理区域内人口の予測

新規整備を予定していないため、町内の人口変動（微減傾向）に応じて、処理区域内人口も微減する見通しである。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　（下水熱・下水汚泥・発電等）*4

－

 イ　土地・施設等利用
　（未利用土地・施設の活用等）*5

－

職 員 数

令和２年度末時点の組織体系と職員数は下図の通りである。
主な業務は以下に示す。
・上水道担当：課長補佐１名、主事２名
・簡易水道担当：課長補佐１名
・下水道担当：課長補佐１名、主査１名、主事１名

事 業 運 営 組 織
職員数は減少傾向となっている。
当面は現状の組織体系で業務を行う予定である。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

処理場及びマンホールポンプ場の維持管理業務を民間委託している。

 イ　指定管理者制度 －

上下水道課 課長（１名）

課長補佐（３名）

主査（１名）

主事（３名） 計８名

組織図

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

漁集 1,201 1,192 1,183 1,175 1,166 1,156 1,148 1,139 1,131 1,122 1,114

農集 2,377 2,358 2,341 2,324 2,307 2,288 2,271 2,254 2,237 2,220 2,203

公共 5,228 5,185 5,148 5,111 5,074 5,031 4,994 4,957 4,920 4,883 4,845
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R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

漁集 320,052 317,450 305,578 303,371 301,163 298,640 296,433 294,225 292,018 289,810 287,603

農集 278,835 243,189 241,445 239,701 237,956 235,963 234,219 232,475 230,730 228,986 227,242

公共 929,057 954,883 948,035 941,186 934,338 926,511 919,662 912,814 905,965 899,117 892,268
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

供用開始後の経過年数は古いもので公共下水道が25年、農業集落排水で33年、漁業集落排水で34年である。このため、管路施設については標準耐用年数
(50年)に対し約５～７割の経過年数となるため、この１０年間では大きな改築・更新は求められないと考えられる。但し、リスクの高い施設に対しては
計画的な点検・調査を行い、必要に応じて改築・更新を実施する。
ポンプ施設、処理場施設については、主に機械・電気設備の標準耐用年数(種類によるが概ね15～20年程度)を超過する施設が散見されるため、調査によ
る状態の把握を行い、必要に応じて改築・更新を実施する。
これらに加えて、処理区の統廃合に伴う接続管路施設の新設・処理場の解体等が予定されている。

組織の見通し

現行の組織体制で今後も業務を続ける予定である。組織改編等については予定していない。

本町における経営の基本方針を以下に示す。
①「安定した下水道サービスの提供」（施設の健全性の確保、災害発生時の施設機能の確保）
②「持続可能な経営」（収支バランスを保つ）

これらの基本方針を達成するために、主に以下に示す事項の実施を検討する。

・建設に係る検討
主にポンプ施設、処理場施設について標準耐用年数を超過する施設が多くなるため、施設の健全性を確保するための投資が必要となる。さらに、処理区
の統廃合を行う施設整備・解体工事等を行うため、投資が単年に集中しないよう、長期的な視点で施設整備の計画を行う必要がある。管路施設について
も、管渠本体は現状は比較的良好な健全性であると考えられるが、事故等の要因となるマンホール蓋の改築等を実施する。

・維持管理に関する検討
処理区の統廃合によりスケールメリットを生かした維持管理費の低減を図る。また、管路施設の不明水対策を行うことで維持管理費の低減を図る。

・経営基盤の強化に関する検討
収支計画に基づき、必要に応じて投資の平準化や適正な使用料収入の検討を行う。

使用料収入の見通し

処理区域内人口及び有収水量の減少に伴い、使用料収入も減少する（令和元年度に対し、１０年後では使用料収入は約9%減少する）見通しである。

施設の見通し

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

漁集 31,321 31,066 29,904 29,688 29,472 29,225 29,009 28,793 28,577 28,361 28,145

農集 36,679 33,634 34,450 34,201 33,952 33,668 33,419 33,170 32,921 32,672 32,424

公共 113,425 115,321 111,423 110,618 109,813 108,893 108,088 107,283 106,478 105,674 104,869
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・使用料収入は緩やかに減少する。
・交付金は特に改築・更新時には「ストックマネジメント支援制度」を活用し、積極的な確保に努める。
・地方債は将来の負担が大きくならないように適切に借り入れる。
・繰入金は基準内・基準外について見込んでいる。

・人件費や維持管理費は例年程度となるよう、抑制する。（一部人員の増減により変動を見込んでいる）
・元利償還費はピークを過ぎ、低減していく見通しとなる。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目
標

・標準耐用年数を迎える施設の改築・更新の実施(主に処理場の機械・電気設備及びマンホールポンプが対象)
・処理区の統廃合の実施
・管路の不明水対策の実施
・マンホール蓋の交換
・処理場建築施設の耐震化に係る診断、設計、補強工事の実施

・改築・更新計画、耐震化計画に基づき、建設投資額を計上した。
・不明水対策に関する調査・対策費用を計上した。
・処理区の統廃合に係る、新設管路の整備、処理場解体に係る費用を計上した。
・マンホール蓋の交換費用を計上した。
・上記について、当面の計画が無い期間の改築・更新費用については、概ね計画程度の投資規模が続くこととした。

目
標

・投資に対し、利用可能な交付金対象事業を積極的に活用する

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

その他の取組 処理区の統廃合・不明水対策の実施による処理費の削減を図る。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

PDCAサイクルによる進捗管理を活用し、事後検証を行う。また、今後の人口減少、事業の実施状況、国等の
交付金の状況等、様々な下水道事業を取り巻く環境の変化に対応するため、必要に応じて経営戦略の見直し
を行う。当面では企業会計移行の見通しが立った段階で経営戦略の見直しが必要と考えている。

薬品費に関する事項 薬品の調達手法の見直しによりコスト削減が図れないか、検討を行う。

修繕費に関する事項 計画的な保守・点検により、事故等の未然防止を図り、引き続き経費の削減に努める。

委託費に関する事項 民間委託している委託業務内容を精査し、コスト削減を図る。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、

PPP/PFIなど）
先進事例等の情報を収集し、調査・検討を行う。

職員給与費に関する事項 職員給与費については、時間外手当等の削減により抑制を図る。

動力費に関する事項 改築・更新で導入する機器は省エネルギーに対応した選定に努め、動力費の節減を図る。

使用料の見直しに関する事項 今後の下水道の経営や投資の状況を勘案し、適正な使用料に関する検討を行う。

資産活用による収入増加
の取組について

先進自治体の取り組みを参考にしながら、維持管理業務上支障のない範囲で実施できるか検討を
行う。

その他の取組 －

投資の平準化に関する事項
ストックマネジメント計画におけるリスク評価、改築・更新の判断基準に基づき改築・更新を行
うことで投資の平準化を図る。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

－

その他の取組 －

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向
けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組につい
て、その
内容等を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項
処理区の統廃合を検討している。
福井県汚水処理広域化・共同化計画検討会にて実施メニューへの参加可否を検討している。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分
（ 決 算 ）

R1

決 算
見 込

R2

1 (A) 349,994 305,914 292,944 285,529 274,701 296,392 270,225 248,990 242,058 238,559 268,290 255,414

（１） (B) 183,679 181,425 180,021 175,777 174,507 173,237 171,786 170,516 169,246 167,976 166,707 165,438

ア 183,230 181,425 180,021 175,777 174,507 173,237 171,786 170,516 169,246 167,976 166,707 165,438

イ (C)

ウ 449

（２） 166,315 124,489 112,923 109,752 100,194 123,155 98,439 78,474 72,812 70,583 101,583 89,976

ア 163,376 92,944 110,102 106,730 97,172 120,133 95,417 75,452 69,790 67,561 98,561 86,954

イ 2,939 31,545 2,821 3,022 3,022 3,022 3,022 3,022 3,022 3,022 3,022 3,022

２ (D) 287,475 362,721 292,944 285,529 274,701 296,392 270,225 248,990 242,058 238,559 268,290 255,414

（１） 214,156 297,224 234,323 235,141 231,044 258,331 237,601 220,601 217,601 217,601 250,601 237,601

ア 21,337 30,455 30,449 29,257 29,257 29,257 21,527 21,527 21,527 21,527 21,527 21,527

イ 192,819 266,769 203,874 205,884 201,787 229,074 216,074 199,074 196,074 196,074 229,074 216,074

（２） 73,319 65,497 58,621 50,388 43,657 38,061 32,624 28,389 24,457 20,958 17,689 17,813

ア 73,319 65,497 58,621 50,388 43,657 38,061 32,624 28,389 24,457 20,958 17,689 17,813

イ

３ (E) 62,519 △ 56,807

1 (F) 408,349 462,992 388,590 476,638 651,941 465,116 380,681 274,613 357,510 312,779 310,084 309,303

（１） 89,000 76,200 42,500 96,300 180,500 109,000 80,900 35,200 71,900 59,500 70,900 68,900

26,200 28,800 16,200 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000

（２） 262,574 341,724 320,660 292,428 276,371 242,421 218,541 215,293 213,921 197,541 166,946 174,665

（３）

（４）

（５） 53,579 41,521 25,250 87,910 195,070 113,695 81,240 24,120 71,689 55,738 72,238 65,738

（６） 3,053 3,547 180

（７） 143

２ (G) 467,786 411,092 388,590 476,638 651,941 465,116 380,681 274,613 357,510 312,779 310,084 309,303

（１） 121,741 73,803 63,199 162,200 362,400 178,900 129,800 41,400 130,617 101,615 101,615 101,615

（２） (H) 346,045 337,289 325,391 314,438 289,541 286,216 250,881 233,213 226,893 211,164 208,469 207,688

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 59,437 51,900

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

工 事 負 担 金

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

収 支 差 引 (F)-(G)

R12

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度
R3

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

R9 R10 R11

営 業 外 費 用

支 払 利 息

R4 R5 R6 R7 R8



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分
（ 決 算 ）

R1

決 算
見 込

R2

R12
本年度

R3
R9 R10 R11R4 R5 R6 R7 R8

(J) 3,082 △ 4,907

(K)

(L) 1,825 4,907

(M)

(N) 4,907

(O) 4,521

(P) 386

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 183,679 181,425 180,021 175,777 174,507 173,237 171,786 170,516 169,246 167,976 166,707 165,438

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 3,347,017 3,086,130 2,803,239 2,585,101 2,476,060 2,298,844 2,128,863 1,930,850 1,775,857 1,624,193 1,486,624 1,347,835

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分
（ 決 算 ）

R1

決 算
見 込

R2

163,376 92,944 110,102 106,730 97,172 120,133 95,417 75,452 69,790 67,561 98,561 86,954

125,116 88,492 101,022 93,816 84,884 89,988 76,910 64,270 57,664 55,363 67,881 67,971

38,260 4,452 9,080 12,914 12,288 30,145 18,507 11,182 12,127 12,198 30,680 18,983

262,574 341,724 320,660 292,428 276,371 242,421 218,541 215,293 213,921 197,541 166,946 174,665

36,644 35,757 34,467 33,494 30,898 30,439 26,758 24,794 24,109 22,439 22,230 22,329

225,930 305,967 286,193 258,934 245,473 211,982 191,783 190,499 189,812 175,102 144,716 152,336

425,950 434,668 430,762 399,158 373,543 362,555 313,957 290,746 283,711 265,102 265,507 261,620

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

収 益 的 収 支 分

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度
R3

R4

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 55% 47% 48% 49% 51% 52% 52% 56% 55%

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

52% 53%

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

赤 字 比 率 （ ×100 ）

44%

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

　平成元年度から事業に着手し、管渠においては
平成２年度、処理場においては平成４年度から整
備を開始している。最も経過している管渠で３０
年、処理施設で２５年となっているが、管渠につ
いて現状としては更新・老朽化対策は実施してい
ない。しかし、処理場については機械・電気設備
の修繕が多くなってきていることから、今後はス
トックマネジメント計画を策定し、計画的に修繕
や更新を行い健全な施設管理に努める。

2. 老朽化の状況

全体総括

　現在、公共下水道の整備は完了しているが、水
洗化率の低迷や人口減少等による使用料金収入の
減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等が
大きな課題となっている。
　こうした中で、短期的な対策として接続促進を
強化していくことが重要であり、また、長期的な
対策としては、使用料金収入の確保はもとより、
将来的な施設の更新を見据え、定期的な点検等に
より適切な維持管理を行うとともに、ストックマ
ネジメント計画の策定により維持管理費などの
トータルコスト削減に努めることが重要である。
一方で、今後想定される人口減少社会を鑑み、町
全体の下水道計画区域の見直しを含め、効率的な
下水道整備を推進していくことが必要である。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①収益的収支比率、⑤経費回収率から見ると、
当町の公共下水道施設は、現行使用料金収入が低
く、汚水処理費用を賄うことが出来ていない。そ
のため、地方債元利償還金や維持管理費の一部を
一般会計からの繰入金として受け入れることで経
営を維持している状況である。今後は、料金改定
や維持管理費用の削減など経営改善へ向けた取組
が必要である。
　⑥汚水処理原価については、類似団体平均値を
上回っており、投資の効率化や維持管理費の削減
等の取組といった経営改善が必要である。
　④企業債残高対事業規模比率については、類似
団体平均値よりも高い水準で推移しているが、
年々減少しており、今後は、料金改定を含めた使
用料金収入の確保や更新計画の見直し等を行い、
経営改善を図っていく必要がある。
　⑦施設利用率については、類似団体平均値より
高い状況ではあるが、汚水処理人口の減少等によ
り施設利用率が低下することが想定されることか
ら、集落排水施設との統合を始め、より一層の加
入者の増加に努めていく。
　⑧水洗化率については、類似団体平均値を下
回っているが、啓発を行い微増ではあるが増加傾
向にあるため、更なる水洗化率アップに努めてい
く。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 56.98 100.00 3,080 5,313 3.16 1,681.33

152.35 61.35 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cd2 非設置 9,346

経営比較分析表（令和元年度決算）
福井県　美浜町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.15 0.10 0.13 0.12 0.10

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 35.19 34.90 34.82 33.55 47.24

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 2,609.82 2,426.47 2,061.32 1,974.98 1,614.34

平均値 1,162.36 1,047.65 1,124.26 1,048.23 1,130.42

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 24.78 60.75 67.04 63.97 32.37

平均値 68.21 74.04 80.58 78.92 74.17

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 465.55 185.86 162.66 171.97 363.10

平均値 250.84 235.61 216.21 220.31 230.95

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 63.10 66.93 72.03 69.25 64.48

平均値 49.39 49.25 50.24 49.68 49.27

75.00

76.00

77.00

78.00

79.00

80.00

81.00

82.00

83.00

84.00

85.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 78.54 79.29 79.49 80.28 80.93

平均値 83.96 84.12 84.17 83.35 83.16

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.51】

【95.35】【59.64】【136.15】【100.34】

【0.22】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（令和元年度決算）
福井県　美浜町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

152.35 61.35 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F1 非設置 9,346

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 25.91 100.00 4,312 2,416 1.16 2,082.76

　昭和５９年度からに事業に着手し、現在までに
８集落において整備が完了している。最も経過し
ている管渠で３５年、処理施設で３３年となって
いるが、現状としては管渠の更新・老朽化対策は
実施していない。しかし、処理場については老朽
化によって機械・電気設備の修繕が多くなってお
り、応急的な対応しか実施出来ていないのが現状
である。今後は集落排水の公共下水道への統合も
含め、ストックマネジメント計画に基づき、計画
的に修繕や更新を行い適切に対応していく必要が
ある。

2. 老朽化の状況

全体総括

　現在、農業集落排水施設の整備は完了している
が、水洗化率の低迷や人口減少等による使用料金
収入の減少、施設等の老朽化に伴う更新需要の増
大等が大きな課題となっている。
　こうした中で、短期的な対策として接続促進を
強化することが重要であり、また、長期的な対策
としては、使用料金収入の確保はもとより、将来
的な施設の更新を見据え、ストックマネジメント
計画等に基づき、計画的な点検・更新等により適
切な維持管理を行い、経費のトータルコスト削減
に努めることが重要である。一方で、今後想定さ
れる人口減少社会を鑑み、町全体の下水道計画区
域の見直しを含め、効率的な下水道整備を推進す
ることが必要である。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①収益的収支比率、⑤経費回収率から見ると、
当町の農業集落排水施設は、現行使用料金収入が
低く、汚水処理費用を賄うことが出来ていない。
そのため、地方債元利償還金や維持管理費の一部
を一般会計からの繰入金として受け入れることで
経営を維持している状況である。今後は、料金改
定や維持管理費用の削減など経営改善へ向けた取
組が必要である。
　⑥汚水処理原価については、類似団体平均値を
上回っており、投資の効率化や維持管理費の削減
等の取組といった経営改善が必要である。
　④企業債残高対事業規模比率については、類似
団体平均値より低い状況であるが、供用開始後年
数が経過しており更新等費用が多くなってくるこ
とから、今後は、料金改定を含めた使用料金収入
の確保や更新計画の見直し等を行い、経営改善を
図っていく必要がある。
　⑦施設利用率については、本年度は類似団体平
均値より高かったものの、汚水処理人口の減少等
により施設の利用率が低下傾向にあるため、公共
下水道への統合を含め、事業計画区域の見直し等
を行い施設の遊休状態がないよう努めていく。
　⑧水洗化率については、類似団体平均値を下
回っており、今後とも啓発を行い更なる水洗化率
アップに努めていく。

2. 老朽化の状況について
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【765.47】

【86.22】【51.30】【257.86】【59.59】

【0.02】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（令和元年度決算）
福井県　美浜町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

152.35 61.35 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 漁業集落排水 H1 非設置 9,346

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 13.10 100.00 4,312 1,221 0.22 5,550.00

　昭和５８年度から事業に着手し、現在までに３
集落において整備が完了している。最も経過して
いる管渠で３７年、処理施設で３４年となってい
るが、現状としては管渠の更新・老朽化対策は実
施していない。しかし、処理場については老朽化
によって機械・電気設備の修繕が多くなってお
り、応急的な対応しか実施出来ていないのが現状
である。今後は機能診断調査等を実施し、計画的
に修繕や更新を行い、適切に対応していく必要が
ある。

2. 老朽化の状況

全体総括

　現在、漁業集落排水施設の整備は完了している
が、施設等の老朽化に伴う更新需要の増大等が大
きな課題となっている。
　こうした中で、今後人口減少等による使用料金
収入の減少等が想定されることから、短期的な対
策として、接続促進を強化することが重要であ
り、また、長期的な対策としては、将来的な施設
の更新を見据え、定期的な点検等により適切な維
持管理を行うとともに、ストックマネジメント計
画策定による維持管理費等のトータルコスト削減
に努めることが重要である。今後、町全体の下水
道計画区域の見直しを含め、さらに効率的な下水
道整備を推進することが必要である。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①収益的収支比率、⑤経費回収率から見ると、
当町の漁業集落排水施設は、現行使用料金収入で
汚水処理費用を概ね賄うことが出来ている。しか
し、今後、人口減少等による使用料金収入の減少
や更新投資の増加が想定されるため、料金改定や
維持管理費用の削減など経営改善へ向けた取組が
必要である。
　⑥汚水処理原価については、類似団体平均値を
下回っているが、より一層投資の効率化や維持管
理費を削減させる取組といった経営改善に努めて
いく。
　④企業債残高対事業規模比率については、類似
団体平均値を下回っているが、供用開始後年数が
経過しており更新等費用が多くなってくることか
ら、今後は、料金改定を含めた使用料金収入の確
保や更新計画の見直し等を行い、経営改善を図っ
ていく必要がある。
　⑦施設利用率については、類似団体平均値より
高い状況であるが、汚水処理人口の減少等により
施設利用率が低下傾向にあるため、事業計画区域
の見直しを含め施設の遊休状態がないよう努めて
いく。
　⑧水洗化率については、類似団体平均値を上
回っているが、啓発を行い更なる水洗化率アップ
に努めていく。

2. 老朽化の状況について
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【953.26】

【79.94】【33.67】【379.91】【45.31】

【0.01】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


